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令和６事務年度においては、資料情報等の分析・検討を行った結果、大口・悪質な不正計
算が想定される法人など調査必要度が高い法人７２０件（対前年比１０３．７％）について
実地調査を実施しました。
このうち、法人税の非違があった法人は５０７件（同１０５．２％）、その申告漏れ所得

金額は６７億５９百万円（同１０６．３％）、追徴税額は１８億１４百万円（同
１０６．７％）となっています。

1 法人税・法人消費税等の調査事績の概要

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６
件数等 対前年比 件数等 対前年比

実 地 調 査 件 数 件 6 9 4 1 0 0 . 4 % 7 2 0 1 0 3 . 7 %

非 違 が あ っ た 件 数 件 4 8 2 9 4 . 1 % 5 0 7 1 0 5 . 2 %

申 告 漏 れ 所 得 金 額 百万円 6 , 3 5 6 1 6 6 . 0 % 6 , 7 5 9 1 0 6 . 3 %

調査による追徴税額 百万円 1 , 7 0 0 9 8 . 1 % 1 , 8 1 4 1 0 6 . 7 %

○ 法人税の実地調査の状況

（注） １ 令和６年７月から令和７年６月までの間に処理を終了した実地調査に係るものを集計しています。
２ 追徴税額には、加算税及び地方法人税を含みます。
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○ 法人税の実地調査の状況（詳細）
参考計表（１ 法人税・法人消費税等の調査事績の概要）

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６
件数等 対前年比 件数等 対前年比

実 地 調 査 件 数 件 6 9 4 1 0 0 . 4 % 7 2 0 1 0 3 . 7 %

非 違 が あ っ た 件 数 件 4 8 2 9 4 . 1 % 5 0 7 1 0 5 . 2 %

うち不正計算があった件数 件 1 4 0 9 1 . 5 % 1 5 7 1 1 2 . 1 %

申 告 漏 れ 所 得 金 額 百万円 6 , 3 5 6 1 6 6 . 0 % 6 , 7 5 9 1 0 6 . 3 %

う ち 不 正 所 得 金 額 百万円 1 , 8 2 4 1 7 6 . 5 % 3 , 6 2 8 1 9 8 . 9 %

調査によ る 追徴税 額 百万円 1 , 7 0 0 9 8 . 1 % 1 , 8 1 4 1 0 6 . 7 %

う ち 加 算 税 額 百万円 2 3 1 7 3 . 4 % 3 4 0 1 4 7 . 4 %

不 正 発 見 割 合 ％ 2 0 . 2 ▲ 1 . 9 P 2 1 . 8 + 1 . 6 P
調査１件当たりの申告
漏 れ 所 得 金 額 千 円 9 , 1 5 9 1 6 5 . 3 % 9 , 3 8 8 1 0 2 . 5 %

不 正 １ 件 当 た り の
不 正 所 得 金 額 千 円 1 3 , 0 2 6 1 9 2 . 9 % 2 3 , 1 0 9 1 7 7 . 4 %

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 千 円 2 , 4 4 9 9 7 . 7 % 2 , 5 2 0 1 0 2 . 9 %

（注） 調査による追徴税額には地方法人税が含まれています。 4



令和６事務年度においては、法人消費税について、６９９件（対前年比
１０１．６％）の実地調査を実施しました。
このうち、消費税の非違があった法人は３９５件（同１０３．７％）、その追徴税額は８

億８２百万円（同９２．３％）となっています。

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６
件数等 対前年比 件数等 対前年比

実 地 調 査 件 数 件 6 8 8 1 0 2 . 1 % 6 9 9 1 0 1 . 6 %

非 違 が あ っ た 件 数 件 3 8 1 9 4 . 5 % 3 9 5 1 0 3 . 7 %

うち不正計算があった件数 件 1 2 2 9 6 . 1 % 1 2 6 1 0 3 . 3 %

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 9 5 6 1 0 2 . 5 % 8 8 2 9 2 . 3 %

うち不正計算に係る追徴税額 百万円 1 9 3 6 4 . 6 % 3 1 0 1 6 0 . 8 %
調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 千 円 1 , 3 8 9 1 0 0 . 4 % 1 , 2 6 2 9 0 . 9 %

不 正 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 千 円 1 , 5 8 2 6 7 . 3 % 2 , 4 6 4 1 5 5 . 8 %

（注） 調査による追徴税額には加算税及び地方消費税（譲渡割額）が含まれています。

○ 法人消費税の実地調査の状況
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○ 源泉所得税等の実地調査の状況

２ 源泉所得税等の調査事績の概要

令和６事務年度においては、源泉所得税等について、８２７件（対前年比
９７．５％）の実地調査を実施しました。
このうち、源泉所得税等の非違があった源泉徴収義務者は２４１件（同９６．８％）で、

その追徴税額は１億６７百万円（同７４．６％）となっています。

事務年度等
項目・単位

令和５ 令和６
件数等 対前年比 件数等 対前年比

源 泉 徴 収 義 務 者 数
( 給 与 所 得 ) 件 5 1 , 6 4 3 1 0 0 . 6 % 5 0 , 3 4 1 9 7 . 5 %

実 地 調 査 件 数 件 8 4 8 9 8 . 8 % 8 2 7 9 7 . 5 %

非 違 が あ っ た 件 数 件 2 4 9 9 1 . 2 % 2 4 1 9 6 . 8 %

調 査 に よ る 追 徴 税 額 百万円 2 2 3 7 7 . 9 % 1 6 7 7 4 . 6 %

調 査 １ 件 当 た り の
追 徴 税 額 千円 2 6 3 7 8 . 8 % 2 0 1 7 6 . 4 %

（注）１ 令和６年７月から令和７年６月までの間に処理を終了した調査に係るものを集計しています。
※ 源泉徴収義務者数（給与所得）は事務年度末（翌年６月30日）現在で集計しています。

２ 調査による追徴税額には、加算税及び復興特別所得税を含みます。 6


